
はじめに

なぜ呼び寄せるのか

誰を呼び寄せるのか

在外カザフ人の移住――同胞の帰還か，それとも

経済難民か――

おわりに

は じ め に

冷戦終結およびソ連崩壊は，それまで接触が

極めて限られていたソ連の諸民族と国外に住む

彼らの民族的同胞との交流を可能にした一方で，

その領域を15の共和国に分断し新たに在外同

胞 を作り出した。これを受けて，かねてか

ら同胞を受け入れていたソ連以外の国々，およ

び新たにそのような意志を表明した旧ソ連諸国

へと，（たとえそれが便宜的なものであったにせ

よ）民族を理由とした大規模な移動が発生する

ことになった。なかでも顕著だったのがドイツ

およびイスラエル，そして新生ロシアへの移住

である 。これらに代表される諸民族の「祖

国」への「帰還」は，程度は異なるものの，送

り出し国および受け入れ国において政治・社

会・経済的に無視できない影響を与えている。

カザフスタンは独立後，在外同胞に「帰国」

を呼びかけてきたが，在外カザフ人の移住が

1990年代にはさほど進まなかったこともあっ
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要 約

カザフスタンは独立後，帝政ロシアおよびソ連時代の植民地的政策や戦乱によって離散した同胞を

呼び寄せ，少数派に甘んじていたカザフ人人口を増大させて，共和国を名実ともにカザフ人の国家と

することを目指した。カザフ人のみを優遇する移民政策は世論の強い反対もなく，当面維持される可

能性が高い。これは権威主義体制の下で非カザフ人の民族的異議申し立てが封じ込まれているほか，

カザフスタンではむしろ現地のカザフ人のあいだで言語的・文化的ロシア化が進行しており，異文化

に同化した在外同胞は排除すべきだという主張がされにくいことなどが背景にある。

しかし在外同胞の招聘は当初の政治目的を失いつつある。ロシア人らの大量出国によって短期間で

カザフ人の人口的優位が確立し，民族構成を変化させるツールとしての在外同胞呼び寄せの重要性は

薄れたからだ。カザフ人移民はもはや同胞というだけでは歓迎されず，労働力としての「質」を問わ

れ始めている。

同胞の「帰還」

――カザフスタンにおける在外カザフ人呼び寄せ政策――



て，その呼び寄せ政策に関する先行研究は限ら

れている 。その一つである Cummings

（1998）は政策の概要と国内政治に与えた影響

を論じており，当時の分析としてはおおむね妥

当だが ，1990年代末以降は移民の数と送り

出し国の構成が大きく変化し，それに伴って呼

び寄せの意義も変わりつつある。

旧ソ連諸国のなかで在外同胞を受け入れてい

る国としては，ロシアがもっともよく知られて

いる。ただしロシアは民族的ロシア人だけでな

く旧ソ連市民すべてを「同胞」と定義している

ため，厳密にはその移住政策は民族的原則に基

づいているわけではない 。中央アジアでは，

クルグズスタン（キルギス共和国）が国外のク

ルグズ人に移住を奨励しているが，地域最大の

在外同胞を抱えるウズベキスタンは，その受け

入れには消極的である 。

そこで本稿では，カザフスタンの同胞呼び寄

せ政策を近年の変化を踏まえて分析するととも

に，より長い歴史をもつ他国の事例と比較する

ことによって，その特徴を浮き上がらせてみた

い 。特定の民族を対象とした移住政策を

とっている国家の代表例はイスラエルとドイツ

であるが，両者の間には違いも少なくない。イ

スラエルへの移民（アリヤー）の権利は1950

年帰還法によってすべてのユダヤ人に付与され

ており，地理的・時間的な制限は設けられてい

ないが，第二次世界大戦の戦後処理の一環とし

て始まったドイツの被追放者受け入れは，共産

圏のドイツ人のみを対象としていたため冷戦終

結によりその意義を失った 。また，1990年

代に旧ソ連のユダヤ系およびドイツ系住民の移

住が激増し，彼らの社会的統合という問題が生

じたとき，ユダヤ人人口の維持・増大が国家の

存続に決定的な意味を持つイスラエルにおいて

は「帰還」政策は維持されたが，ドイツでは見

直しを迫られることになった。カザフスタンの

移民政策は，呼び寄せの対象および政策への異

議申し立てという点で，イスラエル型・ドイツ

型双方の要素を持つ。

以下では第 節で，カザフスタンがなぜ在外

同胞を招き入れる必要があったのか，その背景

を示す。続く第 節では，呼び寄せの対象とさ

れたのが誰なのかを，カザフスタンの憲法およ

び法律から明らかにする。そして第 節では，

同胞呼び寄せ政策を国民がどのように受け止め

ているのかを考察し，イスラエルとドイツの事

例と比較しながらカザフスタンにおける「帰

還」政策の今後を展望する。

なぜ呼び寄せるのか

基幹民族を優遇する移民政策をとっているイ

スラエルとドイツではいずれも，ユダヤ人やド

イツ人の移住は単なる移住ではなく「父祖の地

への帰還」と位置づけられている。ただしドイ

ツとは異なり，イスラエルの場合は建国以来，

それがユダヤ人人口の維持・拡大に重要な役割

を果たしている。カザフスタンにおける在外同

胞の呼び寄せもまた，カザフ人の「帰還」およ

び人口拡大という要素を含んでいるが，これに

加えて両国の移民政策にはない第３の目的――

基幹民族の言語・文化の復興――も存在する。

１．「植民地支配」の遺産

在外カザフ人呼び寄せ政策の目的の一つは

「植民地支配」の克服である。帝政ロシアおよ

びソ連時代，多くのカザフ人遊牧民が入植者に

同胞の「帰還」
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土地を追われ，定住の強制を嫌って，あるいは

政治的混乱や戦火を避ける目的で周辺諸国へ逃

れた。その結果カザフ人はカザフスタンで少数

派となる一方，その領域外に数百万のカザフ人

コミュニティを形成することになった。このよ

うな経緯からカザフスタンの政治エリートは，

かつて父祖の地を去ることを余儀なくされたカ

ザフ人の「帰還」を実現することは，歴史的正

義であると考えたのである。

遊牧民が暮らしていたカザフ草原の住民構成

に大きな変化がもたらされたのは，この土地が

ロシア帝国の直接支配下に入った19世紀以降

のことである 。ヨーロッパ・ロシアからロ

シア系の移民が大量に移住すると，土地を奪わ

れたカザフ人のあいだでは不満が高まった。帝

政ロシア政府による第一次世界大戦への徴用令

をきっかけとする1916年反乱の際には，カザ

フ人もほかの中央アジア諸民族とともに抵抗し

たが，その一部は周辺諸国に難民となって逃れ

た。さらにロシア革命（1917年）とそれに続く

内戦期にも，戦火や混乱を避けて多くのカザフ

人が難民化した。

ソビエト政権の樹立後も多くの苦難がカザフ

人を待ち受けていた。1930年代には，強制的

な遊牧民の定住化・集団化，それによって引き

起こされた深刻な飢餓により，当時のカザフ人

人口の４割に相当する175万人が死亡，生存者

の約半分が周辺の共和国やソ連国外に逃れたと

される［Abylkhozhin, Kozybaev and Tatimov
 

1989, 65-67;Kozybaev,Abylkhozhin and Aldaz-

humanov 1992, 27-35］。他方，第二次世界大戦

中のソ連ヨーロッパ部からの企業疎開，戦後の

鉱工業開発や北部の「処女地開拓」に伴い，カ

ザフスタンへは外部から大量の労働者や技術者

が流入した。さらに，1930～40年代にはドイ

ツ人や朝鮮人など，ソ連各地から強制移住させ

られた諸民族が送りこまれた。このようなカザ

フ人の死亡，難民化，および絶え間ない異民族

の流入の結果，1897年には全人口の71.1パー

セントを占めていたカザフ人は，1939年には

38.3パーセントに激減し，1959年にはさらに

30.0パーセントにまで落ち込んだ［Alekseen-

ko 2008］。

ただし，かつての難民は必ずしも現在の在外

カザフ人とは一致しない。在外カザフ人すべて

がやむを得ず故郷を離れた人々（およびその子

孫）というわけではないからだ。自らの移動に

よってではなく，国家間の線引きおよびその変

更のためカザフスタンの領域外に住むことに

なったカザフ人も少なくない。そもそも，ソビ

エト政権下で現在のカザフスタンの原型が作ら

れたとき，それはカザフ人の居住領域をすべて

含んではいなかったし（いずれにせよ，そのよ

うな線引きは不可能に近い），その後も周辺の共

和国とのあいだで境界線の変更がしばしば行わ

れた 。1991年のソ連崩壊によって，それま

で行政区域を分ける程度の意味しか持たなかっ

た共和国間の境界線が独立国家間の国境となる

と，カザフスタン以外の共和国に住むカザフ人

は，一夜にして「祖国」と切り離されてしまっ

たのである。

他方，ロシア革命や内戦，農業集団化，大粛

清，飢饉などを理由にカザフスタンから逃れた

人々のなかには，カザフ人以外の民族出身者も

いる。これらの政治・経済的混乱によって移住

を余儀なくされたという理由で帰国の自由を認

めるのであれば，その権利はすべての元住民

（およびその子孫）に与えられるべきだというこ
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とになる。実際カザフスタン政府は当初，カザ

フスタンからの移住を強いられた人々であれば，

民族を問わず帰還の権利を認めていた。しかし

後述するように，1997年移民法により招聘対

象がカザフ人被追放者に限定され，さらに

2002年移民法改正によって，カザフ人であれ

ばカザフスタンからの移住の有無あるいはその

経緯は問われないことになった。一方，かつて

の住民でも非カザフ人は，（国籍取得において若

干の優遇措置はあるものの）一般の外国人扱いと

なったのである。

２．多数派の地位の復活

在外同胞呼び寄せの第２の目的は，カザフス

タンにおけるカザフ人人口の増大である。上述

したように，カザフ人の激減とロシア系を中心

とする非カザフ人の絶え間ない流入により，ソ

ビエト政権下のカザフスタンでは基幹民族が

「自分の」共和国でマイノリティに転落した。

ロシア系住民が1970年代から流出に転じると，

相対的に高い出生率にも支えられて，全人口に

占めるカザフ人の割合は徐々に回復した。しか

し1980年代半ばに至るまで，カザフ人の人口

はロシア人のそれを下回っており，1991年の

独立時においてもカザフ人のシェアは全人口の

過半数に満たなかった。在外カザフ人の「帰

国」は，このような民族バランスを変えるもの

と期待されていたのである。

基幹民族が多数派の地位を達成・維持するた

めに在外同胞を呼び寄せるという移民政策は，

イスラエルにも共通する。ただし，イスラエル

においては在外同胞の「帰還」がユダヤ人の

シェア拡大に中心的役割を果たしたのに対し

［Joppke and Rosenhek 2002, 309］，カザフスタ

ンではその影響は（少なくとも1990年代には）

限定的であったという点で大きな違いがある。

独立後の民族構成の変化に決定的なインパクト

をもたらしたのは，カザフ人の流入ではなくロ

シア人などヨーロッパ系民族の大規模な流出で

あった。

ここでソ連崩壊後のカザフスタンにおける人

口の推移を見てみよう（図１）。全人口は1992

年をピークに減り続け，1999年には1500万人

を下回った。2004年ごろから増加に転じてい

るものの，いまだに独立時の水準を回復するに

は至っていない。図２は1992年から2005年ま

での国際人口移動を示しているが，ここからわ

かるとおり，1990年代の人口流出が著しく，

その大部分をロシア人が占めている。他方，カ

ザフ人の国際人口移動バランスは独立直後の時

期を除きゼロに近い水準にとどまっており，

2000年にようやく流入が流出を上回るように

なったものの，彼らの「帰還」が民族構成の変

化に与えた影響はロシア人の流出に比べればは

るかに少ない。

このような国際人口移動の結果，全人口に占

めるカザフ人比は顕著に増大した（図３）。ソ

連最後の国勢調査（1989年）によれば，カザフ

スタンの民族構成はカザフ人39.7パーセント，

ロシア人37.8パーセントでほぼ拮抗していた

が，その後両者の差は拡大し続けている。1999

年に実施された独立後初の国勢調査では，カザ

フ人のシェアが53.4パーセントとなり，よう

やく過半数を超えた（ロシア人は30.0パーセン

ト）。最新（2009年２月）の国勢調査によれば，

カザフ人は全人口の63.1パーセントに達し，

ロシア人は23.7パーセントにまで減少してい

る。
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なお在外カザフ人の呼び寄せは，国レベルの

みならず地方における民族構成の「適性化」に

も利用しうる。カザフスタンではロシアと国境

を接する北部・北東部にロシア人が比較的多く

住んでいるため，彼らが領域的自治，あるいは

カザフスタンからの分離独立・ロシアへの併合

を要求すれば，国家の一体性をゆるがす問題に

なりかねない 。カザフスタンの政治エリー

トにとって，起こりうる民族的動員を抑制する

ためには，地方ごとのカザフ人多数派工作も重

要な課題であった。新たなカザフ人移民をロシ

ア人多住地域に定住させれば，地方レベルでの

民族間の力関係をカザフ人優位に変えることが

でき，ロシア人の領域的自治や分離独立の根拠

(出所)カザフスタン共和国統計庁。

図１ カザフスタンの人口（1991-2007年)

図２ カザフスタンの国際人口移動（1992-2005年)

(出所)Alekseenko（2008，4）に基づき筆者作成。
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を弱めることが可能である。実際，政府は北部

にクォータ（後述）を重点的に配分しカザフ人

移民を呼び込もうとした［UNDP 2006,14］。し

かし，さまざまな理由から南部への定住を好む

カザフ人移民が多く ，政府は十分なインセ

ンティヴを創出して定住先をコントロールする

ことには成功していない。

３．「純粋」なカザフ人としての在外同胞

やや逆説的ではあるが，カザフスタンにおい

ては，「帰還」した在外同胞が民族言語・文化

の担い手として活躍することが期待されている。

民族的故郷から切り離された人々は，通常，居

住国の言語や文化を取り入れ，現地社会にある

程度同化する一方で，民族の言語や文化を徐々

に失っていくことが多い。そのため，彼らが

「祖国」に（再）移住すると「不完全な」「本物

でない」同胞と見られることが少なくない。し

かし，カザフスタンの場合はこれとは逆に，

（出身国・地域によって異なるものの）むしろ在

外カザフ人のほうがカザフスタンの同胞よりも

民族性を保持している。

ソ連時代には連邦全体でロシア語の普及が進

んだが，カザフスタンはそれがもっとも顕著な

共和国の一つであった。住民に占めるロシア人

の割合が比較的高い都市部や北部を中心に，カ

ザフ人自身のあいだでも言語的ロシア化が進行

したため，カザフ語よりもロシア語を得意とす

るカザフ人も少なからず存在する［Dave
 

2007］。他方，在外カザフ人，とくにモンゴル

西部や中国・新疆ウイグル自治区のカザフ人は，

強い同化圧力を受けず集住地域が残されていた

こともあって，カザフ語や伝統文化を比較的よ

く保持している。

そのためカザフスタンでは在外同胞が「帰

国」し，ソ連時代に衰退した民族言語・文化の

復興に寄与することが期待されている。実際に，

カザフ語のマスメディアやカザフ語で教える学

校，大学などの教育機関で活躍する移民出身者

もいる。しかし大多数の移民は安定した収入が

図３ カザフスタンの民族構成（1989，1999，2007年)

(出所)カザフスタン共和国統計庁。
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なく，とりわけ農村部では劣悪な居住環境に置

かれている者も少なくないため［UNDP 2006;

Auezov and Zhusupov 2000］，文化的活動とは

ほとんど縁のない生活を送っているのが現状で

ある。

そもそもカザフスタンではロシア語がいまだ

に異なる民族間の共通言語として使用されてお

り，とりわけビジネスの世界ではロシア語中心

であるため，就職，とくに都市部で専門的な職

業に就くためにはその知識が欠かせない。旧ソ

連諸国出身者の多くはロシア語を話すが，それ

以外の移民は，父祖の地で外国語を新たに習得

しなければならない，という皮肉な状況に置か

れている。中国やモンゴルなどから来たカザフ

人は，自分たちこそが民族文化や伝統の担い手

であると自負する一方で，「祖国」においてロ

シア語が優勢であることに失望することもしば

しばである。また，カザフスタンではカザフ語

表記にキリル文字が使われているが，中国では

アラビア文字，トルコではラテン文字など，国

によって異なるアルファベットが使用されてい

ることも，カザフ人移民が新しい環境に適応す

る上で一つの障害となっている。

誰を呼び寄せるのか

新国家の建設にあたり，いかなる原則に基づ

き国民という政治的コミュニティを作っていく

のか。カザフスタンが選択したのは，市民的

（civic）原則と民族的原則の折衷であった。独

立宣言には在外カザフ人への国籍付与が盛り込

まれたが，その直後に採択された国籍法は，法

施行時に共和国に定住していたソ連市民に対し，

民族や言語能力，居住年数などの条件を課すこ

となく，国籍を与えると定めていた（1991年国

籍法第３条）。すなわち，多民族からなる住民

をカザフスタン国民としたうえで，在外カザフ

人を新生国家の一員として迎え入れることとし

たのである。

ただし少なくとも法律上は，最初から民族の

みに基づいた呼び寄せ政策を行っていたわけで

はない。以下では誰が呼び寄せの対象とされ，

またどのような移民が優遇されるようになって

きているのかを詳しくみることとする。

１．独立宣言および憲法

在外同胞の処遇はカザフスタンの国家建設に

とって重要な課題であったため，独立宣言およ

び独立後初の1993年憲法にも明記された。た

だし以下で検討するように，呼び寄せの対象は

必ずしも一貫していなかった。ここで議論を整

理するために，公式に招聘の対象とされた集団

を図４で示す。

1991年12月16日に発表されたカザフスタ

ン独立宣言（「国家独立に関する憲法的法律」）は，

「共和国の領域を去ることを余儀なくされ，他

図４ カザフスタンの移民政策における呼び寄せ

対象

(出所)筆者作成。
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の国々に住んでいるカザフ人すべて」（図４の

①に該当する）は，現在保有する国籍に加え，

カザフスタン国籍を取得する権利があると定め

ている（第７条）。それと同時に，カザフスタ

ン共和国は「大量弾圧および強制的集団化の時

期に，（筆者注：あるいは）その他の非人道的政

治行為の結果，共和国の領域を去ることを余儀

なくされた人々とその子孫，および旧ソ連共和

国の領域に居住するカザフ人がその領土に帰還

するための条件を整える」とも述べられている

（同）。すなわち，ここで「帰還」を認められて

いるのは図４で示した②および③の一部という

ことになる（単なる在外カザフ人の「帰還」は旧

ソ連諸国に限定されているため，旧ソ連以外のカ

ザフ人で集団化などの犠牲者ではない人々は，こ

こでは除外されている）。

独立後初めて採択された1993年憲法は二重

国籍の容認対象を拡大した。その第４条は，カ

ザフスタンの「領土を去ることを余儀なくされ

た共和国のすべての国民，および他の国々に居

住するカザフ人」，すなわち②および③の人々

が現在の国籍を放棄せずにカザフスタン国籍を

取得することができると定めている。なお独立

宣言とは異なり，1993年憲法は弾圧の被害者

や在外カザフ人の「帰還」には言及していない

が，国籍を付与することにより②と③の人々が

カザフスタンに定住目的で移住することを認め

ているといえよう。

これに対し現行の1995年憲法は完全に二重

国籍を禁じた（第10条３項）。1990年代前半，

ロシア系住民が，在外カザフ人に現在の国籍の

放棄を求めずにカザフスタン国籍を与えるなら，

自分たちにもロシアとの二重国籍が認められる

べきだと要求していたが，政府は国内に大量の

二重国籍者を生むことは国家の崩壊につながる

として，これを承認しなかった 。1995年憲

法はすべての国民に二重国籍を禁じることで，

この問題に終止符を打ったのである。

このように独立宣言および1993年憲法は，

基本的にかつてカザフスタンからの移住を強い

られた人々（②）と在外カザフ人（③）の定住

目的の移住を認める方針を示していた。これに

対し1995年憲法からは在外カザフ人（および

旧カザフスタン住民）の処遇に関する文言が削

除されたが，政府がその呼び寄せをやめたわけ

ではない。次に，移民法および国籍法の具体的

な内容を検討しよう。

２．移民法

在外カザフ人の呼び寄せに関する最初の文書

は，独立のおよそ１カ月前に出された閣僚会議

決定「農村部での労働を希望する地元民族出身

者の，他の共和国および外国からのカザフ・ソ

ビエト社会主義共和国への移住方法と条件につ

いて」（1991年11月18日）である。この決定は

カザフ人移民を農村開発の労働力として利用す

ることを目的としており，「帰還」の権利や国

籍取得には触れていないが，在外同胞の合法的

移住を可能にし，彼らの呼び寄せの端緒を開い

たといえよう。なお移住先が農村部に限定され

ている理由としては，農村開発の必要性に加え，

住宅事情などから都市部での移民受け入れが困

難であると判断された可能性がある。

これに対し，在外カザフ人の「帰還」につい

て包括的に定めたのが移民法である 。独立

直後に作られた1992年移民法は当時の混乱を

反映してか，用語の使い方が必ずしも厳密では

ない。第１条は国民の移動の自由に触れたのち，
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「外国に居住する同胞は自分の歴史的祖国であ

るカザフスタン共和国に自由に帰還することが

できる」と述べているが，この「同胞」が具体

的に誰を指すのかがはっきりしない。「歴史的

祖国」（istoricheskaia rodina）は通常，民族の

故地を指して使われるため，第１条のみから判

断する限り，ここでの「同胞」はカザフ人のこ

とを念頭に置いていると読める。しかし他の条

文を見ると，この「同胞」は厳密には非基幹民

族をも含んでいるようである。それは，民族を

問わず旧住民の移住を容認するとした独立宣言

の趣旨にも合致する。

難民等の地位について定めた第17条によれ

ば，「難民＝帰還民」（bezhentsy-repatrianty）

とは，かつて大量弾圧などでカザフスタンを去

ることを強いられ（以下「被追放者」とする），

戻ってきた同胞お
・
よ
・
び
・
地元民族出身者を指す

（すなわち「同胞」は非カザフ人をも含むことにな

る）。一方，「難民」（bezhentsy）の地位を付与

するか否かは個別に検討されるが，外国で民族

的差別を受けたかもしくはその恐れがあるカザ

フ人，あるいは「自らの歴史的祖国との一体

化」を希望しているカザフ人は（自動的に）難

民とみなされる。このほかカザフスタンに

「戻って」きた人を指して，単なる「帰還民」

（repatrianty）および「移民」（pereselentsy）も

併用されているが，これらの用語の説明はない。

1997年に新たに採択された移民法は，カザ

フスタンへの「帰還」を促す対象がカザフ民族

であることをより明確に述べている。第１条は

「帰還民（オラルマン）」（repatriant oralman>）

を，かつて歴史的祖国から追放され国籍を奪わ

れ，自由意志でカザフスタンに戻ってくるカザ

フ人と定めている。また第３条（移住管理の基

本原則）にも「カザフスタン共和国へのカザフ

人の帰国（repatriatsiia）を全面的に支援する」

とある。ただし，これ以前にも非カザフ人被追

放者の移住が積極的に奨励されていたとはいえ

ないため，これは旧移民法からの方針転換とい

うよりも，現実に合わせた改正と考えるべきで

あろう。なお，移民法では1997年に初めて

「オラルマン」というカザフ語の用語が（ロシ

ア語のテキストに）登場した 。なお「帰還

民」を意味する「オラルマン」は，現在，カザ

フ語はもとよりロシア語の公文書やマスメディ

アでも広く使われている 。

新移民法は第１条で「帰還民（オラルマン）」

以外の用語も定義しているが，カザフスタンへ

の（再）移住者がカザフ人か否か，カザフスタ

ンからの移住が強いられたものであったか否か，

また「帰国」が強制によるものか自由意志によ

るものかで異なる用語が当てられており，移民

の区分が複雑になっている。「難民＝帰還民」

は，民族を問わず被追放者を指すという点では

旧移民法と変わりないが，現在，カザフスタン

への移住を「余儀なくされている」という文言

が追加された。他方，「難民」からは特定の民

族（カザフ人）についての言及が削除され

た 。

1997年移民法はその後何度か修正されたが，

オラルマンに関してもっとも大幅な変更を加え

たのは2002年３月27日の改正である。この改

正によりカザフスタンの移民法は，難民救済を

目的とするドイツ型から民族を前面に出したイ

スラエル型へ変化したといえよう。新しい定義

では，オラルマンは「外国籍ないしは無国籍の

カザフ人で，カザフスタン共和国の主権獲得時

にその領域外に定住しており，定住目的でカザ
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フスタンに来た者」とされ，いつ，どのような

理由で本人もしくは祖先がカザフスタンから移

住したのか（あるいはしていないのか）は問われ

ないことになった（第１条11項）。なお，この

改正によりカザフ人帰還民を指す用語はカザフ

語の「オラルマン」で統一され（ロシア語テキ

ストからも「repatriant」は削除），「難民＝帰還

民」は使用されなくなった（第１条11項）。

ただし2002年の改正によるオラルマンの定

義変更は，方針転換というよりは実態の追認で

あり，実際の受け入れ政策には影響を与えてい

ない可能性が高い。カザフ人移民の増加は

1999年ごろから始まっており［UNDP 2006,

10］，2002年以降に移民が急増した形跡はない。

ボラト・タチベコフ（Bolat Tatibekov）教育科

学省経済研究所労働・人的資源局長によれば，

被追放者（およびその子孫）であるか否かを調

査することはそもそも困難であったため，調べ

ていなかったという 。

さて国籍法も，独立宣言と憲法，さらに移民

法の採択および改正を受けて変更が加えられて

きている。当初，1991年国籍法は被追放者で

あるすべてのカザフ人に国籍取得を認め，その

際に現在の国籍は放棄しなくてもよいと定めて

いた（第３条）。しかし1995年憲法が二重国籍

を禁止したことを受け，同年10月３日にはこ

の文言が削除され，二重国籍の保持に例外を認

めないことが明記された 。他方，非カザフ

人のカザフスタン出身者は，国籍取得において

カザフ人と同等の扱いは受けられなかったもの

の，一般の外国人よりは国籍が取りやすいよう

に配慮された 。

３．問われる移民の「質」

カザフスタンはカザフ人移民の上限を定めて

おらず，定住希望者は基本的にすべて受け入れ

ている。ただし移住費用の補償や住宅購入資金

など，移住後にまとまった金額の援助を受ける

ことができる移民の数は限られており，その枠

が「クォータ」と呼ばれている。このクォータ

は，上限や受給基準の設定によって移民の数や

属性をある程度コントロールする機能を果たし

うる。なおカザフスタン国籍を取得すると法的

にはオラルマンではなくなるため，オラルマン

を対象とする援助を受ける権利も喪失する 。

カザフスタンに移住してきた人々はさまざま

な問題に直面しているが，なかでも深刻なのは

住宅，就職，および（旧ソ連以外の出身者の場

合）言語である。これらの問題に対処するため，

政府は（少なくとも制度上）すべてのカザフ人

移民に様々な援助を提供することになっている。

しかし，クォータの枠内に入ることができるか

否かで金銭的援助の内容はかなり異なる 。

カザフ人移民向けのクォータは1993年に初

めて設定され，以後，その定数は毎年，大統領

令によって定められている。この制度が始まっ

た当初はクォータの枠内で提供される支援の内

容は貧弱で，移民に対する物質的インセンティ

ヴとしては機能していなかった。また実際に移

住してきた人々の数も，設定されたクォータを

下回っていた［UNDP 2006,10］。しかしその後，

カザフスタンにおける経済情勢の好転を受け支

援額が増やされるとともに，送り出し国の情勢

変化もあって移民が増加し，クォータ制度を利

用できるか否かは移民にとって重要な問題と

なった。

このクォータは，移住者数がその定数を上回
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るようになってからも「望ましい」移民を選別

する目的には使われてこなかったが，2007年

７月６日の移民法改正によって質的な転換がも

たらされた。これによって，オラルマンを

クォータに含めるか否かは「基準（kriterii）を

考慮して」決められることになったのである

（第14条２項）。移民法は「基準」の具体的内容

を示していないが，この改正を受けて翌2008

年から，学歴が高く，子供の数が多い家庭が

クォータの配分において優先されることになっ

た 。子供の数を選別基準にすることは，カ

ザフ人人口の増加という目的と合致する。しか

し学歴は，新たに移民個人の「質」が問われる

ようになったことを示している。

さらに2008年12月には，移民の適切な配置

および就職・住宅問題の解決のため，政府が

「ヌルル・コシュ（Nurlıkosh＝カザフ語で『明

るい移住』）・プログラム」（2009～11年）を採択

した。このプログラムは在外カザフ人だけでな

く，民族を問わず旧カザフスタン国民（ただし

「労働目的で来た者」という条件が付されている），

および国内の汚染地域の住民を対象としている

点で従来の移民政策とは異なっている。かつて

のカザフスタン国民を対象に含めた狙いは「以

前カザフスタンから移住した熟練専門家の帰国

を促進」することにあり，プログラム参加者は

カザフスタン国籍取得の権利が与えられる 。

また，旧国民に限らず，参加者はいずれもしか

るべき学歴，専門，就業経験を有することが求

められている 。

移民法改正とヌルル・コシュ・プログラム採

択の背景には，独立後のカザフスタンで深刻に

なった専門職不足という問題がある。カザフス

タンなど中央アジア諸国においては，ソ連時代

にエリートおよび末端の労働者の「地元化」は

進んだものの，技術者などの中間層は外来の民

族に頼らざるをえなかった［Martin 2001, 376-

387］。このようなある種の民族別分業は，ソ連

崩壊後のロシア人らの大量流出によって危機に

瀕した。この「穴」を埋めるには国内で新たに

専門家を育成するか国外から招き入れる必要が

あるが，カザフスタンの人口学者が述べている

ように，カザフ人の呼び寄せはいままでのとこ

ろ，この問題の解決に貢献していない［Alek-

seenko 2008, 9］。そこで政府は，新たに高学歴

のカザフ人移民を優遇するとともに，流出した

非カザフ人に再移住を呼びかけることによって，

専門職不足の解決を目指しているのである。

在外カザフ人の移住

――同胞の帰還か，それとも経済難民か――

カザフスタンの同胞呼び寄せ政策は当初から

在外カザフ人を対象としていたが，少なくとも

法律上は，ソ連時代の大量弾圧や強制的集団化

などを理由に祖国を離れることを余儀なくされ

た人々の救済という非民族的な目的も掲げてい

た。しかしその後，すべての在外カザフ人を過

去の移住の経緯にかかわらず受け入れ，国籍を

付与することとした。これによってカザフスタ

ンの同胞呼び寄せ政策は，法的にも完全に民族

的帰属のみに基づくものになったのである。

第二次世界大戦後から在外同胞の「帰還」を

促してきたイスラエルとドイツの経験は，特定

の民族を優遇する移民政策がいかなる問題に直

面しうるのかを示している。両国において，冷

戦後に急増した旧ソ連・東欧諸国からのユダヤ

系・ドイツ系移民の大多数は，言語的・文化的
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に異質な存在であり，また彼らの社会的統合を

進めるには新たな財政負担が生じたため，移民

政策のありかたやその是非をめぐる議論を喚起

することになった。一方，同胞呼び寄せの歴史

が浅いカザフスタンでは，在外カザフ人の移住

をめぐる議論は緒についたばかりである。

本節では，イスラエルとドイツの事例を参考

にしつつ，カザフスタンの同胞呼び寄せ政策が

国内でどのような異議申し立てに直面している

のか，その潜在的可能性も含めて考察する。し

かしその前に，「祖国」の招きに応じて移住し

てきたカザフ人は，どこからやってきたのか，

またいかなる動機に基づき住み慣れた土地を離

れたのかをみてみよう。

１．移住の動機

カザフ人の居住領域はカザフスタンとその周

辺諸国を中心とし，トルコ，イラン，アフガニ

スタンなどにも及んでいる 。カザフスタン

共和国統計庁によれば，2007年の国内のカザ

フ人人口は911万人である。このほか中国・新

疆ウイグル自治区に133万人，ウズベキスタン

に99万人，ロシアに66万人が住む（いずれも

2002年）［宇山 2005］。モンゴルのカザフ人はカ

ザフスタンへの移住により人口が激減している

が，その数はいまも８万人を超えるとみられ

る 。

このうち，どれだけのカザフ人が「祖国」の

呼びかけに応えたのだろうか。表１は，カザフ

スタン共和国労働社会保障省が発表した2008

年10月現在のオラルマンの数である。それに

よれば，独立以降，70万人を超えるカザフ人

がカザフスタンに移住している 。送り出し

国としては，もっとも多くの移民を輩出したの

はウズベキスタンで，これにモンゴル，中国が

続いている。なお，2000年ごろからカザフ人

の流入が増大していることは図２で示したとお

りであるが，送り出し国の構成にも変化がみら

れる。Alekseenko（2008，5）によれば，1990

年代末以降にモンゴル出身者が急減する一方，

2003年以降はウズベキスタンと中国からの移

民が増えている。ウズベキスタンと中国・新疆

ウイグル自治区が大規模なカザフ人コミュニ

ティを擁すること，およびモンゴルのカザフ人

人口はすでに半減していることを考慮すると，

この傾向は今後より強まるだろう。

在外カザフ人はいかなる動機に基づいて「帰

還」するのだろうか。管見の限り，移民を対象

とした本格的な意識調査で結果が公表されてい

るものはまだない。そこで情報が限定的ではあ

るが，この問題に関する先行研究，および筆者

自身が2008～09年に行ったカザフ人移民への

聞き取りから ，移住動機の概要を明らかに

することを試みる。なお，ここで紹介するのは

表１ カザフ人「帰還民」数（2008年10月１日現

在)

送り出し国 人 ％

ウズベキスタン 421,630 59.7

モンゴル 96,755 13.7

中国 65,191 9.2

トルクメニスタン 57,544 8.2

ロシア 32,806 4.6

タジキスタン 11,476 1.6

クルグズスタン 7,135 1.0

イラン 6,090 0.9

トルコ 3,373 0.5

その他 4,052 0.6

計 706,052 100.0

(出所)カザフスタン共和国労働社会保障省ウェブサ

イト

http://www.enbek.kz/migration/migr rusdetail.php?

recordID＝48&mintrud＝1（2009年１月アクセス）。
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あくまでも大まかな傾向であり，より具体的な

分析は稿を改める必要がある。

移民団体の活動家および移民へのインタ

ビューを実施したAuezov and Zhusupov

（2000）によれば ，移住の動機は「カザフス

タンの独立」，「歴史的祖国への帰国願望」，「民

族差別（同化圧力，不当な扱いなど）」，「親族や

友人が移住」，「子供の将来を考慮して」，「より

よい境遇を求めて」，「紛争の回避」（アフガニ

スタン，タジキスタン出身者の場合）などとなっ

ている。一方，モンゴル出身のカザフ人を調査

した Diener（2007，469-470）は ，少数民族

の地位を脱し多数派として有利な立場に立ちた

いという願望に加え，よりよい暮らしを求める

経済的動機もあったと指摘している。ただし多

くの移民は移住動機として愛国心を強調し，経

済的側面には触れたがらないとも述べている。

またこれ以外に，カザフ人が集住している西部

のバヤン・ウルギー県出身者はより近代的な暮

らしを求めて，それ以外のカザフ人はモンゴル

人への同化を避けるため，という異なる目的が

存在するという。

筆者の面談者らもまた，移住の理由を問われ

るとほぼ共通して「祖国へ帰りたかった」，「カ

ザフ人だからカザフスタンに住むのが当然だ」

と答えている。子供にカザフ語で教育を受けさ

せたかったからという回答も多い。しかし，そ

れ以外の点では出身国によって違いがある。モ

ンゴル出身者はかつての居住国について否定的

見解を述べることを避ける傾向にあるが，中国

出身者は新疆におけるカザフ語教育の後退と中

国政府の産児制限を移住動機に挙げている。ウ

ズベキスタン出身者の回答はさらに率直であ

る 。彼らは，ウズベキスタンではウズベク

語への移行が進行しており，少数民族は社会的

上昇が望めず将来をみいだすことができない，

と言う。またカザフ語で教える学校の閉鎖を指

摘する人々もいた 。社会経済的動機として

は，経済の低迷と失業率の高さ，年金の少なさ

に加え，アラル海の汚染による深刻な環境問題

がある（ウズベキスタン内の共和国であるカラカ

ルパクスタン出身者の場合）。

このように純粋に民族的欲求に基づくもので

あるにせよ，居住国の民族政策への不満がある

にせよ，移住の背景には民族的動機が存在する

ことがわかる。それと同時に，少なくともウズ

ベキスタン出身者（彼らはオラルマン全体の６割

を占める）のあいだでは，生活水準の向上への

期待が移住を促すもう一つの重要な要因となっ

ている。個々のケースは異なるが，カザフ人移

民は全体としては「祖国」を求めた人々である

と同時に，経済難民という性格をも有している

といえよう。

２．在外同胞呼び寄せに関する国内の議論

「カザフ人の土地」で暮らすことを望んで，

あるいは新たな機会を求めて，カザフ人移民は

カザフスタンへやってきた。カザフスタンの同

胞やカザフ人以外の人々は，彼らをどのように

受け止めているのだろうか。

Joppke and Rosenhek（2002，315-328）は，

イスラエルとドイツの「帰還」政策が1990年

代に直面した問題を，「リベラルな異議申し立

て」（liberal challenge）と「移住制限を求める

異議申し立て」（restrictive challenge）の２つ

に整理し，同胞呼び寄せ政策がイスラエルでは

継続されドイツでは放棄されたことを，これら

の異議申し立ての違いに関連付けて説明してい
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る。「リベラルな異議申し立て」とは，ある民

族だけを特別扱いすることによって不利益をこ

うむる移民や少数民族を考慮した批判である。

他方，「移住制限を求める異議申し立て」は，

同胞の移住による文化的・経済的影響を懸念す

る多数派によるもので，「帰還者」は「純粋」

な同胞といえるのか，という疑問が背景にある。

換言すれば，「帰還者」（の一部）を事実上の経

済難民とみなしているのである。

Joppke and Rosenhek（2002，315-328）によ

れば，イスラエルで「リベラルな異議申し立

て」を行ったのは，おもに国内のパレスチナ系

市民を代表する政治・文化エリートであった。

一方，ドイツでは野党が，受け入れや国籍付与

で「帰還者」のみを優遇し，庇護希望者や国内

の出稼ぎ外国人労働者を差別する政府の方針を

批判した。いずれも，国家のメンバーシップは

民族ではなく市民的原則に基づくべきであると

いう立場に立った批判であるが，ユダヤ人国家

であることが大前提であるイスラエルでは「帰

還」制度廃止を要求する政治勢力は影響力を持

ち得なかった。

これに対しカザフスタンでは，民族の平等と

いう立場から在外カザフ人呼び寄せについて公

に異議申し立てがなされたことはほとんどな

い 。1995年憲法採択をめぐる議論のなかで，

ロシア人団体などがカザフ人のみに二重国籍を

認めることは差別的だと抗議したが，彼らはカ

ザフ人の呼び寄せそのものに反対だったわけで

はない。政府の民族政策に批判的な知識人や政

治家のあいだでも，カザフ人のみの「帰還」に

異を唱える声はあまり聞かれない。反対派の批

判はオラルマンを優遇することではなく，彼ら

に対する政府の支援が十分でないことに向けら

れている 。

カザフスタンではなぜ「リベラルな異議申し

立て」が弱いのだろうか。1991年に独立した

カザフスタンは，多民族国家であると同時にカ

ザフ人の歴史的祖国とされているが，このよう

な位置づけは独立後に初めてなされたわけでは

ない。ソビエト政権は，民族自決の原則に基づ

き主要民族に擬似的な国家である連邦構成共和

国を与え，その領域内で基幹民族の言語・文化

を保護・育成し，基幹民族出身者の幹部登用を

促進した［Martin 2001］。この結果，ソ連時代

を通じ，各共和国においては基幹民族が特別な

権利を持つという考えが根付いていったのであ

る。ソ連が崩壊し各共和国が独立国家となると，

このような領域認識はより強固なものとなった。

これに加えて，独立後一貫して権力の座にある

ナザルバエフ大統領の下で権威主義的手法によ

り民族運動が抑圧・懐柔され，民族的な要求に

基づく異議申し立ては巧みに封じ込まれてきた

［岡 2006］。そのため非基幹民族の人々は，「平

等の中の第一人者」としてのカザフ人の地位を

受け入れざるを得なかったのである。

また社会経済的な背景として，カザフ人移民

が（少なくとも現時点では）地元住民の仕事や

社会的地位を脅かす存在になっていない，とい

う点を指摘できる。移民の多くは定職について

おらず，公的機関への就職も少ない。またカザ

フ人以外の住民，とくにロシア人およびドイツ

人が大挙して国外に移住したため，新たにやっ

てきたカザフ人移民との間で職や住居をめぐる

争いが起きることもほとんどなかった。まして

や，（イスラエルやアルメニアなどとは異なり）自

ら政党を結成したり，大統領あるいは閣僚とし

て活躍したりする例は皆無で，中央・地方を問
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わず議員に当選した人もいない。

一方，同胞の移住を制限すべきだという多数

派からの批判も，いまのところ限定的である。

イスラエルでは，冷戦後に激増した旧ソ連か

らの「帰還者」のなかに「純粋」ではない同胞

が多数含まれていることが問題視された。祖父

母のいずれかがユダヤ人であれば（本人および

配偶者にも）移住の権利が与えられるため，民

族的・宗教的に多様な人が移住してきたのであ

る 。しかしカザフスタンでは，誰をカザフ

人として認めるべきかという論争はいまのとこ

ろ起こっていない 。移民を受け入れる現場

においても，カザフ人であることの認定に関し

て大きな問題は発生していないようである 。

もちろん，イスラエルのように移民が大量に押

し寄せたことをきっかけに民族性をめぐる議論

が浮上する場合もある。しかしカザフスタンの

場合，どちらかといえば在外同胞のほうが民族

の言語や文化を保っており，また本国のカザフ

人自身のあいだでも他民族との通婚は珍しくな

いため，「えせ同胞」を排除せよという議論は

起こりにくい。

ただし潜在的にはドイツのように，経済情勢

や財政難を理由として移民制限論が巻き起こる

可能性はある。ドイツでは1990年代，国民が

失業率の上昇や社会保障の後退に苦しむなかで，

移民が国家から手厚い支援――地元住民と同等

もしくはそれ以上の年金，公共住宅への優先的

入居，移住直後から受給できる失業保険，喪失

した資産の補償等――を受けていることに批判

が高まった。また，野党は冷戦終結でドイツ人

迫害はもはや存在しないとして受け入れ中止を

主張した。このような世論と重い財政負担が移

民政策の転換を促し，在外ドイツ人に対する政

策は移住から居住国での定住促進に重点が移さ

れた。移住については，在外同胞受け入れの根

拠とされた連邦被追放者法の適用が1992年12

月31日以前生まれに限定されたうえ，ドイツ

民族への帰属を認定する要件が厳格化され

た 。

上述のように，カザフスタンでもオラルマン，

とくにクォータ枠に入ることのできた人々には

住宅購入資金，移住費用の補償金，一時手当な

どが支給されているため，これに不満を持つ一

般住民も存在する。ある地区行政府関係者（カ

ザフ人）は地元住民の心情をこう代弁する。

「私たちの親や祖父母は，つらい時代を耐えて

祖国に踏みとどまったのに，なぜカザフスタン

が独立してから戻ってきた人々たちを優遇しな

ければならないのか。地元住民の生活を優先す

べきだ」 。とはいえ，クォータ枠内の様々

な支援も新しい生活をスタートするには決して

十分とはいえず，そもそもクォータの恩恵にあ

ずかることができない移民も多いことは指摘し

ておく必要があろう 。

お わ り に

カザフスタン政府は独立後，帝政ロシアおよ

びソ連時代の植民地的な政策や戦乱によって離

散した同胞を呼び寄せ，共和国に民族名を冠し

ながら少数派に甘んじていたカザフ人人口を増

加させて，カザフスタンを名実ともにカザフ人

の国家とすることを目指した。また，ロシア化

が進んだ本国の同胞よりも民族言語や文化を保

持している在外カザフ人が，その復興と発展に

寄与することも期待されていた。このような

「祖国」の呼びかけには多くの在外同胞が応え
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た。独立直後の波が去ったあと，1990年代半

ばにはやや低迷していたカザフ人の移住は

2000年頃から増加に転じ，2008年までには70

万人もの人々がカザフスタンに移住した。

カザフスタンの「帰還」政策は，送り出し国

の政治・経済情勢の激変により大量の移民が押

し寄せるようなことがない限り，当面維持され

る可能性が高い。カザフ人のみを優遇する移民

政策は，いままでのところ非カザフ人からもカ

ザフ人自身からも強い批判を受けてはいないか

らだ。一部の地元住民から移民への優遇策に対

する不満も聞かれるものの，呼び寄せを制限す

べきだという議論はまだ広まっていない。政府

がこの政策を継続するにあたっては望ましい環

境にあるといえよう。

ただし注意すべきは，カザフスタンにとって

在外同胞の「帰還」は，当初の政治目的を失い

つつあるという点である。これは，カザフ人移

民が経済難民化したというよりも国内事情の変

化によるところが大きい。カザフスタンでは，

非カザフ人の大量流出によりカザフ人の人口的

優位が短期間で達成され，相対的に高いカザフ

人の出生率が将来的にもそれを担保しているた

め，民族構成を変化させるツールとしての在外

同胞呼び寄せの重要性は薄れたのである。この

ことは最近，政府がカザフ人移民のなかで高学

歴者を優遇しているだけでなく，カザフスタン

から流出した専門職の非カザフ人にも帰還を呼

びかけていることにも現れている。カザフ人移

民はもはや単に同胞というだけでは歓迎されず，

労働力としての質を問われるようになってきて

いるのである。なお豊富な天然資源を武器に地

域の経済大国となったカザフスタンへは周辺諸

国から出稼ぎ労働者が集まってきており，カザ

フ人の移住はそのような労働力移動の一部とみ

ることもできる。

とはいえ，「帰還」の民族的性格が完全に失

われたわけではない。在外カザフ人の多くは

（そのすべてではなく，また程度は異なるが）居住

国の多数派ナショナリズムの高揚や少数民族の

権利擁護の後退に何らかの不利益を感じている。

彼らにとってカザフスタンは，マイノリティと

して将来に不安を感じることなく，教育・就職

および社会的上昇のより大きな機会をつかむこ

とができる（はずの）「祖国」である。

また，彼らの移動がカザフスタンだけでなく

かつての居住国（の一部地域）においても基幹

民族のシェアを増大させ，各国の人口的「民族

化」を促進していることも指摘しておきたい。

カザフ人は中国・新疆ウイグル自治区，モンゴ

ル西部，ウズベキスタン北東部とカラカルパク

スタン，トルクメニスタン西部など，カザフス

タンに接する地域に多く住んでいる。これらの

カザフ人コミュニティが将来，消滅することは

ないだろうが，その数はすでに激減しているか

減少傾向にある。カザフスタンからのロシア系

住民の大量流出などと合わせて考えると，カザ

フスタンとその周辺地域においては，国際人口

移動による民族的「純化」が進行しているとい

えよう。

(注１)本稿では「在外同胞」を，追放，移住，

ないしは国境線の設定・変更などにより，同じ

民族が多数派を占める（あるいはその民族と歴

史的に結びついていると考えられている）国家

の領域外に住む人々を指して使用する。

(注２)これについては，例えばMunz and
 

Ohliger（2003）所収の論文を参照。なおイスラ

エルではなく米国やヨーロッパに移住したソ連
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ユダヤ人も多い。

(注３)Auezov and Zhusupov（2000）および

UNDP（2006）はカザフ人移民の現状を明らか

にし，政策提言を行うことを目的として書かれ

たものである。カザフスタンの移民問題に関す

る総合的研究である Sadovskaia（2001）も，カ

ザフ人移民を取り巻く問題と政府の対応に触れ

ている。なお「帰還民」そのものを扱った研究

としては，日本語・英語・ロシア語の文献を見

る限り，モンゴルからの移民をとりあげたもの

が中心である［バトトルガ 2003; バトトルガ

2004; バトトルガ・稲村 2002; Diener 2005a;

Diener 2005b;Diener 2007］。Tukumov（2002）

はウズベキスタンのカザフ人を扱っているが，

カザフスタンへの移住にも若干言及している。

(注４)ただし地政学的配慮（中国のカザフス

タンに対する潜在的領土要求，対中経済関係，

および新疆におけるウイグル人独立運動）から，

カザフスタンが中国のカザフ人には移住を呼び

かけていないという指摘［Cummings 1998,

145-146］は根拠薄弱である。

(注５)ロシアは，ロシア以外の旧ソ連諸国に

定住し居住国の国籍を取得しない旧ソ連市民に

は簡素化された方法でのロシア国籍取得を認め

ていた（2000年末まで）。なお2002年の新国籍

法導入により，国籍取得の条件として新たにロ

シア語能力が課されている。詳細は岡（2004）

参照。

(注６)中央アジア最大の（しかも急速に増大

している）人口を擁するウズベキスタンでは，

同国への移民を奨励する経済的理由は存在せず，

受け入れる余地も少ない。またカリモフ政権は，

在外ウズベク人のなかに現政権の打倒を掲げる

武装勢力に協力する者がいるとして，在外同胞

を保護の対象ではなく監視対象と見なしている

［Megoran 2002,109;Fumagalli 2007,115］。

(注７)カザフスタン政府もイスラエルとドイ

ツの経験を参考にしている。ヌルル・コシュ・

プログラム（後述）の「３．カザフスタン共和

国における移住プロセスの現状分析」を参照。

(注８)第二次世界大戦後，オーデル・ナイセ

線以東の旧ドイツ領およびソ連・東欧諸国から

1200万人ものドイツ人が避難もしくは追放され

た。これには旧ドイツ領に居住していた「帝国

ドイツ人」およびそれ以外の「民族的ドイツ人」

が含まれていた。ドイツ政府は1953年の連邦被

追放者法で，ドイツ人追放の終了後も民族的帰

属を理由とした抑圧が続いているとして，実際

に追放されたわけではないソ連・東欧出身のド

イツ系移民（「被追放者」（Vertriebener）と区

別して「移住者」（Aussiedler）と定義された）

にも自動的に国籍を付与することとした。ここ

には冷戦下，共産圏からの出国を促進するとい

う政治的動機があった［広瀬 1996，186-187，

221-236;ブルーベイカー 2005，270-274］。

(注９)中国・新疆ウイグル自治区およびモン

ゴルのカザフ人の歴史はこれ以前にさかのぼる。

17世紀以降，カザフ人はモンゴル系ジュンガル

の来襲に苦しんだが，彼らが18世紀半ばに清朝

によって滅ぼされると，カザフ人の一部はジュ

ンガルが住んでいた清朝の統治領域（現在の新

疆ウイグル自治区およびモンゴル西部）へ移動

した。

(注10)ロシア・カザフスタン間の国境問題に

ついては Golunov（2005）参照。ウズベキスタ

ンとの境界変更は，主にカザフスタンがウズベ

キスタンに領土を譲渡する形で行われた［岡

1999，8］。なお現在ウズベキスタン領に含まれ

ているカラカルパクスタンは，もともとカザフ

スタン（当時は自治共和国）内の自治州として

1925年に創設されたが，1930年にロシア直轄と

なり（1932年に自治共和国に昇格），1936年に

ウズベキスタン領への帰属が決定した。

(注11)このような可能性は1990年代に研究

者のあいだでしばしば議論されたが，実際には

ロシア人の分離独立運動はほとんど起きなかっ

た［岡 2006］。

(注12)ウズベキスタンやタジキスタンなどか

らの移民は，かつての居住国に近く気候が似

通っており，歴史的つながりがある南部に定住

することを好む傾向にある。また北部に比べて

カザフ語の使用範囲が広いことも，移民が南部
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を選択する要因の一つである。いったん他の地

域に定住し，南部に再移住するケースも少なく

ない。

(注13)1993年憲法の規定では，在外カザフ

人に加え，被追放者は民族を問わず二重国籍を

認められることになっている一方，在カザフス

タンのカザフ人には二重国籍は認められていな

い。しかし被追放者でカザフスタン国籍の取得

を希望する者は主にカザフ人が想定されており，

またカザフスタンのカザフ人の大多数は他国と

の二重国籍を望んでいなかったことから，二重

国籍はカザフ人の特権とみられていた。

(注14)カザフスタンではイスラエルやドイツ

のように，在外同胞の移住のみについて定めた

法律は存在しない。

(注15)筆者は移民法のカザフ語版を入手して

いないため，カザフ語ではいつから「オラルマ

ン」が使われるようになったのかは不明。

(注16)法律上，厳密には「オラルマン」は外

国籍・無国籍者を指すが，一般にはこの用語は

カザフスタン国籍を取得したか否かにかかわら

ず，カザフ人移民全体を指して使われている。

なお「オラルマン」という呼称には差別的ニュ

アンスがあるとして，「同胞」を意味する「オタ

ンダス」（otandas）を使うべきだという意見も

ある。

(注 17)これ以外の用語に「強制移民」

（vynuzhdennye pereselentsy）および「帰国者」

（remigranty）がある。「強制移民」は国外の定

住先を去ることを余儀なくされたカザフスタン

国民，「帰国者」はかつて住んでいた外国から祖

国に戻る者，と定義された。2002年３月の改正

によりこれらの用語は削除された。

(注18)筆者によるインタビュー，「中央アジ

ア移民管理と多国間国際協力の必要性に関する

研究」第４回研究会，富山商工会議所，2009年

３月８日。

(注19)このときの改正により，二重国籍の容

認だけでなく「カザフスタン共和国の領土を去

ることを余儀なくされ外国に住むカザフ人」に

国籍を付与するという条項そのものも削除され

たため，現行の国籍法はカザフ人移民への国籍

付与に言及していない。ただし「歴史的祖国へ

の民族的カザフ人の帰還コンセプト」（1998年９

月16日）には，定住目的でカザフスタンに移住

したカザフ人は，その定住期間にかかわらず国

籍を付与される（第６部１項）とある。なお，

実際には国籍取得手続きが迅速に進まず，数年

間待たされるケースも少なくない。

(注20)当初，「政治的理由でカザフスタンの

領域を去ることを余儀なくされ，定住目的で歴

史的祖国であるカザフスタン共和国に戻ってき

た者」には，民族を問わず，通常の国籍取得に

必要な条件（定住10年あるいはカザフスタン国

民と結婚）を緩和すると定められた（第16条）。

しかし2002年３月の移民法の大幅改正を受け，

同年５月17日の改正により国籍法第16条から

「政治的理由」および「余儀なく」が削除された。

これによって理由にかかわりなく，カザフスタ

ン出身者に対しては国籍取得に必要な条件が緩

和されることとなった。なお国籍取得に必要な

定住期間は，1995年10月の国籍法改正により，

従来の10年から５年に短縮された（第16条）。

(注21)2007年７月６日付改正で，オラルマ

ンの地位を付与されてから３年間は，カザフス

タン国籍を取得してもオラルマンに対する特

典・補償・援助を受けることができる，という

文言が付加されたが，クォータの枠内で受け取

ることのできる特典がそこからは除かれている

（第15条１項）。オラルマンにとってはこの特典

（移住費の補償，住宅購入費の補塡，一時支援金

など）こそが重要な意味を持つため，この変更

は実質的にはあまり大きな意味を持たないとみ

られる。

(注22)クォータの枠内，およびそれ以外の具

体的支援の内容についてはUNDP（2006，10）

を参照。

(注 23)2008年に採択されたヌルル・コ

シュ・プログラムは，しかるべき学歴，専門，

経験を持つオラルマンを優先的にクォータに含

めるとしている。

(注24)ヌルル・コシュ・プログラムの「１．
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骨子」および「5.3.2．社会的支援」を参照。な

お同プログラムは労働社会保障省のサイト

（http://www.enbek.kz/migration/migr
 

rusdetail.php?recordID＝52&mintrud＝1）から

入手した（2009年１月）。

(注25)「5.4．プログラム参加者の雇用保障」

参照。

(注26)在外カザフ人についてカザフスタンで

出版されたものとしてMendikulova（1997;

Mendikulova 2006）参照。メンディクロヴァは

2005年から世界カザフ人協会の傘下にあるディ

アスポラ研究センターの長を務めており，同セ

ンターでは国家の支援を受け世界各国のカザフ

人研究が進められている（筆者によるインタ

ビュー，2008年10月10日）。外国人研究者によ

るものは中国およびモンゴルに住むカザフ人を

扱った研究が中心である［Benson and Svanber-

g 1988;Benson and Svanberg 1998;Finke 1999;

バトトルガ 2007］。なお言語的制約から，筆者

は日本語・英語・ロシア語の文献以外は参照し

ていない。

(注27)バトトルガ（2007，112）によれば，

カザフ人が集住するバヤン・ウルギー県の人口

（2005年）は９万5778人で，そのほぼ９割がカ

ザフ人である。

(注28)ただし，移住者のなかにはカザフスタ

ンに適応できず元の居住国に逆戻りした人々も

少なからずいる。そのような人々の存在が労働

社会保障省発表の数字に反映されているかは不

明。

(注29)筆者は2007年12月（パヴロダル州，

南カザフスタン州）および2008年10月（アル

マトゥ市，アルマトゥ州），それぞれ約３週間現

地調査を行った。インタビューした移民および

移民出身の活動家は，2007年はモンゴル出身者

５名，ウズベキスタン８名，2008年は中国12名，

ウズベキスタン４名，モンゴル，トルコ，アフ

ガニスタンがそれぞれ１名である。面談はロシ

ア語で行い，必要に応じてカザフ語・ロシア語

通訳を利用した。

(注30)活動家は中国出身者３名，モンゴル２

名，イラン１名，ウズベキスタン１名で，これ

らのインタビューはアルマトゥで行われた可能

性が高い。一方，移民はアクモラ州16名，アル

マトゥ州15名，カラガンダ州15名，南カザフ

スタン州15名の計61名であるが，出身国は不

明である。実施時期は明記されていないが，出

版時期から判断しておそらく1998～99年頃の調

査であろう。

(注31)Dienerは2001～02年にモンゴルから

のカザフ人移民642名，およびモンゴル在住の

カザフ人557名にサーベイを実施している。し

かし移住の動機について述べた箇所ではサーベ

イ結果を引用していない。

(注32)出身国による回答の違いは，必ずしも

かつての居住国の状況をすべて反映しているわ

けではないと思われる。ウズベキスタン出身者

がより率直なのは，同じ旧ソ連国民であるため

「よそ者」意識が薄いことに加え，インタビュ

アーである筆者が通訳を介さずロシア語で面談

したことも影響している可能性がある。

(注33)ここで重要なのは，このような移民の

証言が客観的であるか否かではなく，彼らがそ

のように感じたという事実である。なおこれら

の問題については Tukumov（2002）も参照。

(注34)ただし2004～05年に筆者がウズベク

人およびウイグル人コミュニティでインタ

ビューをした際，同じ「帰還」の権利を自分た

ちにも認めて欲しいという意見を聞いた。

(注35)筆者によるインタビュー，V・コズロ

フ（Vladimir Kozlov）人民党「アルガ 」

（Narodnaia partiia“Alga!”）党首および同党活

動家２名，2008年10月15・16日，アルマトゥ

市。

(注36)当初はユダヤ人に限定されていたが，

1970年の帰還法改正によりユダヤ人の子と孫，

ユダヤ人の子の配偶者，およびユダヤ人の孫の

配偶者にもイスラエルに移民する権利が与えら

れることになった［臼杵 2009，259］。なおドイ

ツにおいても「移住者」（Aussiedler）（注８参

照）の非ドイツ人配偶者およびその子が「移住

者」の地位を与えられていたが，「戦争結果整理
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法」（1992年12月21日）により，1993年１月

１日以降に移住してくる者の非ドイツ人配偶

者・子は「移住者」として処遇しないことに

なった［広瀬 1996，233］。

(注37)1997年移民法第27条１項は「帰還民

（オラルマン）の地位は大量政治弾圧の被害者で

ある地元民族出身者およびその子孫に与えられ

る」としたうえで，「親族と子孫」（両者は区別

されていない）に子供，孫，ひ孫等を挙げてい

る。2002年３月27日の改正により「帰還民（オ

ラルマン）の地位は…子孫に与えられる」の一

文が削除されたため，現行の移民法は地位の継

承に触れていない。

(注38)関係者の話を総合すると，旧ソ連諸国

および中国では民族名が記載された身分証明書

が発行されているため，これを参照する。その

他の国は現地にあるカザフスタン大使館が，出

生証明書などをもとに民族を特定する。親の片

方が非カザフ人であってもオラルマンの地位を

得る権利がある。筆者によるインタビュー，パ

ヴロダル州移住委員会（2007年12月13日），南

カザフスタン州移住委員会（2007年12月21

日），およびアルマトゥ市移住委員会（2008年

10月８日）。

(注39)「戦争結果整理法」（1992年12月21

日）により，1993年１月１日以降に生まれた者

には連邦被追放者法に基づく「移住者」（Aus-

siedler）の地位を認めないことになった［広瀬

1996，228-233］。注８も参照。

(注40)筆者によるインタビュー，アルマトゥ

州イリ地区（2008年10月12日）。同様の不満に

ついて Diener（2005a，473）も参照。

(注41)2004年２月以降，オラルマンに対す

る住宅の現物支給が中止され世帯人数に応じて

現金が支払われることになったが，カザフスタ

ンでは近年住宅価格が高騰しているため，とく

に都市部では支給金のみによる住宅購入は困難

である［UNDP 2006, 18-19］。また，筆者は

2007年および2008年のインタビューで，複数の

移民からクォータを受け取るために賄賂を払わ

されたという証言を得た。
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